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芦屋市強靱化計画（原案） 



芦 屋 市 民 憲 章 

昭和 39 年(1964 年)5 月告示 

 

 

わたくしたち芦屋市民は、国際文化住宅都市の市民である誇りをもって、わたくしたちの芦

屋をより美しく明るく豊かにするために、市民の守るべき規範として、ここに憲章を定めます。 

この憲章は、わたくしたち市民のひとりひとりが、その本分を守り、他人に迷惑をかけない

という自覚に立って互いに反省し、各自が行動を規律しようとするものであります。 

 

１ わたくしたち芦屋市民は、 

文化の高い教養豊かなまちをきずきましょう。 

 

１ わたくしたち芦屋市民は、 

自然の風物を愛し、まちを緑と花でつつみましょう。 

 

１ わたくしたち芦屋市民は、 

青少年の夢と希望をすこやかに育てましょう。 

 

１ わたくしたち芦屋市民は、 

健康で明るく幸福なまちをつくりましょう。 

 

１ わたくしたち芦屋市民は、 

災害や公害のない清潔で安全なまちにしましょう。 
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第１章 計画の策定趣旨，位置づけ 

第１  計画策定の趣旨 

 

本市では，平成７年（１９９５年）１月に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ，

芦屋市地域防災計画の修正を行うとともに，ただ元の姿に戻るだけでなく，先人から受け

継いだものを最大限に生かし，災害に強く，暮らしやすいまちにすることを目指し，市民

と行政が一体となって歩んできた。 

 

しかし，平成２３年（２０１１年）３月に発生した東日本大震災はこれまでの想定を超

えた被害をもたらし，想定外の事態に対する我が国の社会経済システムの脆弱性を明らか

にした。また，近年集中豪雨の発生回数が増加し，台風が大型化するなど土砂災害の発生

が懸念されている。 

 

国では，大規模自然災害が発生しても，国民の生命，身体及び財産を保護し，国民生活

及び国民経済を守り，強くしなやかな国民生活の実現を図る国土強靱化の取組を推進する

ため，平成２５年（２０１３年）１２ 月１１日に「強くしなやかな国民生活の実現を図る

ための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（以下「基本法」という。）」を公布，施行

した。また，基本法に基づき国土の強靱化に関係する国の計画等の指針となる国土強靱化

基本計画（以下「基本計画」という。）」などを，平成２６年（２０１４年）６月に策定す

るなどして，政府一丸となって強靱な国づくりに向けた取組を進めている。 

また，県においては，阪神・淡路大震災の経験と教訓に基づくこれまでの取組を再点検

する脆弱性評価を実施するとともに，強靱化に向けた今後の推進方針と目標を定める「兵

庫県強靱化計画」が平成２８年（２０１６年）１月に策定されている。 

 

本市においても，阪神・淡路大震災を教訓として安全・安心なまちづくりを進めてきた。

震災以降，数多くの自主防災会の結成や，防火水槽，防災倉庫の整備を進めてきたほか，

平成２２年度（２０１０年度）末時点において市立小中学校及び幼稚園の耐震化率を１０

０％とするなど，震災の教訓を生かした取組が進んでいるが，気象災害に対する備えをは

じめ，近い将来発生が懸念されている南海トラフ大地震による津波に対しては，津波一時

避難施設の指定や，各種ハザードマップ等を活用した市民への啓発などのソフト対策の取

組を進めている。 

国の動向を踏まえ，国及び県と一体となった取組を推進し，大規模自然災害が起こって

も機能不全に陥らず，より強くてしなやかな地域の構築を目指し，本市の強靱化に関する

指針となる芦屋市強靱化計画（以下「本計画」という。）を策定し，「より安全で安心して

住み続けたい・住んでみたいまち芦屋をめざして」取組を推進する。 
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第２ 計画の位置付け 

 

基本法第１３条に基づく「国土強靱化地域計画」を策定し，国土強靱化に関する施策を

総合的，計画的に推進する。 

また，市政の基本方針である第４次総合計画及び創生総合戦略を踏まえ，災害対策基本

法に基づき策定した地域防災計画及び各部で策定される各部門別計画と整合を図りながら

策定する。 

                  

第３ 計画期間 

  

 強靱化の実現に向けては，長期的な展望を描きつつ，市の内外における社会情勢の変化

や国全体の強靱化施策の推進状況などに応じた施策の推進が必要となることから，推進期

間は平成２９年度（２０１７年度）から平成３３年度（２０２１年度）までの５年間とし

た。 
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第２章 計画の基本的考え方 

 

 住宅都市である本市にとって，質の高い良好な住環境の形成が重要な施策であり，より

安全で安心して住み続けたい・住んでみたいまち芦屋をめざして，基本計画及び兵庫県強

靱化計画との調和を保ちつつ，基礎自治体としての役割を踏まえ，基本計画で示された４

つの「基本目標」及び８つの「事前に備えるべき目標」をもとに，本市が住宅都市である

ことから，本市の目標として以下のとおり３つの「基本目標」及び５つの「事前に備える

べき目標」を設定し，取組を進めていく。 

 

第１ 基本目標 

 

１ 人命の保護が最大限図られる 

２ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

３ 迅速な復旧復興及びそれが可能な基本的な機能の維持 

 

第２ 事前に備えるべき目標 

 

１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

２ 大規模自然災害発生直後から救助･救急，医療活動等が迅速に行われる（それがなさ

れない場合の必要な対応を含む） 

３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

４ 大規模自然災害発生後であっても，生活・経済活動に必要最低限の電気，ガス，上

下水道，燃料，交通ネットワーク等を確保するとともに，これらの早期復旧を図る 

５ 大規模自然災害発生後であっても，地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件

を整備する 

 

第３ 本市の強靱化を推進する上で考慮すべき事項 

  

 地域を強靱化するに当たって，最も備えるべきリスクである地震に対しては，市民の

生命・財産を守るためには市域の多くが住宅地であることを踏まえると，公共施設や住

宅が安全であることが重要である。阪神・淡路大震災以降，公共施設の耐震化を進めて

きた結果，耐震化率は１００％に近い水準となり，民間の建築物の耐震化率についても

高い水準にあり，ハード面の整備は進みつつある。 

一方で，災害時の避難・救助活動から避難生活，復旧・復興過程まで，お互いが助け

合い，防災においては自助・共助が重要である。そのため，災害発生直後の情報伝達を
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はじめ，地域において防災力を高めるためのソフト対策も不可欠となる。 

これらのことから，より安全で安心して住み続けたい・住んでみたいまち芦屋をめざ

して，ハード対策の足りない部分をさらに進め，ソフト対策と組み合わせることにより，

本市の強靱化の取組を推進していく。 
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第３章 本市の概況，対象とする災害 

第１ 本市の概況（地理的条件，自然条件など） 

 

１ 位置及び面積 

本市は兵庫県の南東部，大阪と神戸のほぼ中間に位置し，北は六甲の山並み南は大

阪湾に面し，気候温和な自然環境と便利な交通環境など，生活条件に恵まれた住宅都

市です。 

面積は１８．５７㎢で，東西約２．５km，南北約９．６kmと南北に細長いまちです。 

 

２ 地勢 

本市は，北部の山地部と台地や低地の平坦部からなり，六甲山を頂点として南北に

細長いひな段型の地形構造となっている。  

市街地は，おおむね標高１００ｍ以下の平坦部に形成されており，芦屋川と宮川が

大阪湾へ注いでいる。平坦部は，六甲山地の裾野を形成している山麓地域(山手地域)

と，芦屋川の扇状地等からなる平坦市街地地域（中央地域），埋立地である芦屋浜地

域（浜地域）と(南芦屋浜地域)に区分される。 

 

 

３ 地質 

本市は，背山を構成している堅い岩盤と山麓から海岸へかけての台地や低地を構成

している未凝固の地層からできている。岩盤は古生層と花崗岩であり，山地をつくっ

ているほか，平野部の地層の基盤となって深く広く横たわっている。台地や低地の地
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層は，大阪層群，段丘レキ層と呼ばれる洪積層及び沖積層であり，かつて湖底や浅海

底に堆積した土砂が陸上に現れたものや，かつての河原であったレキ層などであって，

基盤岩を薄く覆っている関係にある。 

 

４ 市の特性 

  本市の位置する阪神地域は，東西に伸びる国土幹線軸によって全国と結ばれ，高度

経済成長期を通じて工業・商業などの産業が発達した地域で，高次な都市機能が形成

されている。 

また，南北に細長い地形をもつ本市は，山や海，河川の豊かな自然とともに交通の

利便性にも恵まれるという立地条件から古くから発展した。その特徴として，産業の

発達した地域としてではなく，良好な住宅地としてまちが形成された。今では全国的

に優良な住宅地の一つとして，また，優れた住環境を備えた「国際文化住宅都市」と

して，その名を知られている。 

 

５ 気象概況 

本市は，瀬戸内海の東端大阪湾に臨み，表六甲に位置するため，気候は瀬戸内式気候

に属し，温暖で比較的雨量が少なく，晴天の多いところです。 

消防本部観測資料等によると，降雨量は，平野部で年間約１，２００㎜，六甲山頂部

では２，０００㎜を超える。山地部では高度を増すに従って雨量が多くなっている。風

向きは，冬季は北東から東北東の風が，夏期は西の風が卓越する傾向にある。 

 

６ 市民の防災に関する取組状況 

 災害時に，共助の中心的な役割を担う自主防災組織の組織数は６４団体（平成２８年

（２０１６年）４月現在）あり，組織率は９０％を超えている。また，自主防災組織ご

とに地域での訓練（避難誘導，炊き出し等）を１年に約２０回実施している。 
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第２ 想定する大規模災害（対象とする災害） 

１ 災害想定 

 （１）地震・津波 

   本市は，海溝型の地震としては，「南海トラフ」による地震を想定している。 

また，本市に大きな地震被害をもたらすと考えられる断層があり，「六甲・淡路島断

層帯」「有馬－高槻活断層帯」「山崎断層帯」「中央構造線断層帯」「上町断層帯」を内

陸活断層による地震として想定している。 

  

（２）風水害・土砂災害 

   本市が被る風水害としては，停滞前線による豪雨，雷雲の発達等による局地性豪雨，

台風による風水害（高潮，波浪を含む），異常潮位現象による高潮などが考えられる。 

   また，豪雨等の影響により，北部地域及び山手地域における土砂災害警戒区域等に

おいては，土砂災害（土石流・急傾斜地崩壊）の危険性も有している。 
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２ 被害想定 

 （１）南海トラフ地震 

   紀伊水道沖ではマグニチュード８を超える南海地震が一定のサイクルで繰り返し発

生しており，前回の「南海地震」からは既に約７０年経過していることから，大地震

が発生することが想定され，東海・東南海・南海トラフ地震が連動して発生する可能

性も有り，広範囲に及ぶ被害が予想されている。 

   本市では震度６弱が想定され，地震発生後最短１１１分で津波が到達し，最高津波

水位は T.P（東京湾平均海面）＋３．７m が予想される。陸域の沈降と河川・海岸等の

構造物が地震動による沈下，水門・陸閘等は常時閉鎖の施設以外は開放状態とした場

合は，標高の低い防潮堤線から国道４３号の区域で浸水被害が出る可能性があると想

定されている。 
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■ 本市の被害想定 

 

 

 

 

 

 

  

被害情報      

   
発災時刻  
冬 5 時 夏 12 時 冬 18 時 

原因別建物全壊棟数
（棟） 

計  51 51 52 

  揺れ 21 21 21 
  液状化 17 17 17 
  火災 0 0 1 
  土砂災害 0 0 0 
  津波 13 13 13 
原因別建物半壊棟数
（棟） 

計  1,176 1,176 1,176 

  揺れ 283 283 283 
  液状化 593 593 593 
  土砂災害 1 1 1 
  津波 299 299 299 
原因別死者数（人） 計  262 142 186 
  揺れ 1 0 0 

  
(うち屋内収容物落下
等) 

(0) (0) (0) 

  火災 0 0 0 
  土砂災害 0 0 0 
  津波 261 142 186 

  
ﾌﾞﾛｯｸ塀等の転倒，落下
物 

0 0 0 

  交通（道路） 0 0 0 
原因別負傷者数（人） 計  723 409 525 
  揺れ 57 21 33 

  
(うち屋内収容物落下
等) 

(2) (1) (1) 

  土砂災害 0 0 0 
  津波 666 388 490 

  
ﾌﾞﾛｯｸ塀等の転倒，落下
物 

0 0 2 

  交通（道路） 0 0 0 
原因別重傷者数（人） 計  228 133 169 
（負傷者数の内数）  揺れ 2 1 1 

  
(うち屋内収容物落下
等) 

(0) (0) (0) 

  土砂災害 0 0 0 
  津波 226 132 167 

  
ﾌﾞﾛｯｸ塀等の転倒，落下
物 

0 0 1 

  交通（道路） 0 0 0 
避難者数（人） 当日 4,208 2,535 3,147 
 1 日後 4,208 2,535 3,147 
 1 週間後 682 774 743 
 1 ヶ月後 351 399 383 
帰宅困難者数（人） 当日 - 8,141 5,670 
断水人口（人） 1 日後 4,813 4,813 4,813 
下水道支障人口（人） 1 日後 1,766 1,766 1,766 
停電（軒） 1 日後 371 371 371 
通信支障回線（回線） 1 日後 326 326 326 
ガス供給停止（戸） 1 日後 0 0 0 
災害廃棄物等（千トン） 計 43～60 43～60 44～61 
  災害廃棄物 14 14 15 
  津波堆積物 29～46 29～46 29～46 
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（２）六甲･淡路島断層帯地震 

  六甲・淡路島断層帯は，大阪府北西部から兵庫県の淡路島にかけて位置する活断層

帯である。 

   これは，平成７年（１９９５年）に起きた兵庫県南部地震と最も類似した条件の下

で起こる地震である。本市では，震度７が想定されている。六甲山系は断層が位置し

ていることから，山側の北部地域では，地質的，地形的に土砂災害が発生しやすい。       

また，山腹部まで住宅開発が進んでいることから，震源の位置と規模によっては，極

めて大きな被害をもたらす可能性がある。 

本市の被害想定は，死者数約３８３人，全壊建物約棟８，４８４棟とされている。（兵

庫県地震被害想定結果） 

  ・断層帯位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）有馬－高槻断層帯地震 

   有馬－高槻断層帯は，神戸市北区の有馬温泉西方から高槻市街地北部に至る断層帯

である。発生確率は高くないものの，本市では震度７が想定されている。また，六甲

山地と大阪平野の境界部を東西約５５km に連なる断層帯であるため，京阪神の都市部

を含む広域大規模都市災害になることが想定されている。 

本市の被害想定は，死者数約１６５人，全壊建物約３，２６１棟とされている。（兵

庫県地震被害想定結果） 

・断層帯位置図 
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（４）山崎断層帯地震 

   山崎断層帯は，岡山県東部から兵庫県南東部にかけて分布する活断層帯である。 

   山崎断層帯地震では，本市では震度６弱が想定され，ライフラインなどへの大きな

被害の発生が予想される。 

本市の被害想定は，死者数約２人，全壊建物約８５棟，避難生活者数約１，３５６

人，帰宅困難者数約１１，４５７人とされている。（兵庫県地震被害想定結果） 

   ・断層帯位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）中央構造線断層帯地震 

   中央構造線は紀伊半島北部から四国を横切って九州北部にまで達する活断層であ

る。 

   中央構造線断層帯地震では，淡路島南部を中心に大きな被害の発生が想定されてお

り，本市では震度５強が想定されている。 

本市の被害想定は，死者数約２人，全壊建物約４３棟，避難生活者数約４７７人，

帰宅困難者数約１１，４５７人とされている。（兵庫県地震被害想定結果） 

・断層帯位置図 
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（６）上町断層帯地震 

   上町断層帯は，大阪平野に位置する活断層帯である。 

   上町断層帯地震では，大阪府中心部に大きな被害が想定され，本市では震度６強が

想定されている。 

本市の被害想定は，死者数約３７人，全壊建物約８０９棟，避難生活者数約６，７

５２人，帰宅困難者数約１１，４５７人とされている。（兵庫県地震被害想定結果） 

・断層帯位置図 
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第４章 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）と脆弱性評価方法 

 

 第１ 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）及び強靱化施策分野 

 

国の基本計画では，基本法第１７条第３項の規定に基づき，「起きてはならない最悪の事

態」を想定した上で，脆弱性評価を実施している。 

本計画では，国の基本計画の取組状況を踏まえ，想定するリスクとして，「地震・水害（土

砂災害を含む）・津波」とし，「起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」（以下「リ

スクシナリオ」という。）及び「強靱化施策分野」を以下のとおり設定した。 

設定にあたっては，国の基本計画で定められている４５の「リスクシナリオ」及び「強

靱化施策分野」に基づき，本市が住宅都市であることなども踏まえ，項目の統合，削除な

どを行い次のとおり取りまとめた。 

なお，国の基本計画にならい，１７のリスクシナリオを５つの「事前に備えるべき目標

（以下「事前目標」という。）」との関連付けを行い設定している。 

 

１ リスクシナリオ 

 

事前目標１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

1-1 建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発

生 

1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生 

1-3 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水 

1-4 土砂災害等による多数の死傷者の発生のみならず，市の脆弱性が高まる事態 

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生 

 

事前目標２ 大規模自然災害発生直後から救助･救急，医療活動等が迅速に行われる（それ

がなされない場合の必要な対応を含む） 

2-1 被災地での食料・飲料水等，生命に関わる物資供給の長期停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生 

2-3 消防の被災等による救助･救急活動等の絶対的不足 

2-4 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災，支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 

2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

 

事前目標３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

3-1 市職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

3-2 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 
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事前目標４ 大規模自然災害発生後であっても，生活・経済活動に必要最低限の電気，ガ

ス，上下水道，燃料，交通ネットワーク等を確保するとともに，これらの早期

復旧を図る 

4-1 上水道等の長期間にわたる供給停止 

4-2 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

 

事前目標５ 大規模自然災害発生後であっても，地域社会・経済が迅速に再建・回復でき

る条件を整備する 

5-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

5-2 地域コミュニティの崩壊，治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

5-3 基幹インフラの損壊により復旧･復興が大幅に遅れる事態 

 

２ 強靱化施策分野 

 １７のリスクシナリオを回避するために必要な施策の分野として，以下の４つの個別

分野と２つの横断的分野を設定した。 

 

個別分野 横断的分野 

１ 行政機能分野 

２ 住宅都市・交通分野 

３ 保健・医療分野 

４ エネルギー・環境分野 

１ リスクコミュニケーション 

２ 老朽化対策 

 

第２ 脆弱性評価方法 

 

 １７ のリスクシナリオごとに，最悪の事態を回避するための施策（以下「プログラム」

という。）を抽出し，本市における取組状況などの調査を行い，課題の分析・評価を実施し

た。 

強靱化施策分野の４つの個別分野の分析・評価については，リスクシナリオごとの分析・

評価結果の内容と個別分野の関連を一覧にしてまとめて整理した。（第８章資料編参照）ま

た，横断的分野についても脆弱性の分析・評価を取りまとめた。 
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第５章 脆弱性評価の実施結果 

 第１ 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）に対する脆弱性評価 

 

  

事前目標１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

 

1-1 建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発生 

 

（住宅・建築物等の耐震化） 

○ 平成２７年度（２０１５年度）の市民が利用する市有建築物の耐震化率は９５．４％で

あり，耐震化は進んでいるが１００％とはなっていないため，引き続き耐震化を進める

必要がある。 

○ 平成２５年度（２０１３年度）住宅土地統計調査による住宅の耐震化率は９３．３％で

あり，平成３７年度（２０２５年度）までに耐震化率９８%以上とするため耐震化を促

進する必要がある。 

○ 民間及び市有の多数利用建築物については，平成２７年度（２０１５年度）において，

耐震化率は８８％であり，平成３７年度（２０２５年度）に９８％以上とするため，耐

震化を促進する必要がある。 

 

（非構造部材の耐震対策を推進） 

○ 市立の学校園等の屋内運動場・武道場・講堂・屋内プールの特定天井の耐震化は完了し

ているが，その他の市民が利用する市有建築物の特定天井も，当該箇所に設置されてい

るその他の部材と合わせて耐震化を進める必要がある。 

○ 民間建築物の非構造部材の耐震化を促進する必要がある。 

 

（交通施設及び沿線・沿道建物の耐震化の促進） 

○ 緊急輸送道路が指定されており，緊急輸送道路沿道の建物の耐震化を促進する必要がある。 

 

（避難路の確保） 

○ 大規模地震時に交通の障害となることを防ぐため，無電柱化や落橋対策等を進める必要

がある。 

 

（火災予防・被害軽減のための取組） 

○ 火災予防週間中に広報活動として広報紙配布（年間約２，０００件）を行っているが，

市民と連携し，更なる防火防災意識の向上が必要である。 

○ 市有施設の耐震化などのハード対策だけでなく職員の防災減災に対する意識の向上を図
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ることが重要で，ハード・ソフト両面からの対策を併せて対策を推進する必要がある。 

 

（公設防火水槽の耐震化） 

○ 平成２８年（２０１６年）３月末現在の市内の公設防火水槽の数は９６基あり，２６基

の防火水槽が耐震化されていない状態である。そのうちの１９基が５０年経過防火水槽

であり，耐震化を行う必要がある。 

 

（通信基盤･施設の堅牢化・高度化，体制・装備資機材や訓練の充実強化） 

○ 消防部局の通信手段については，衛星電話，災害時優先電話を整備しており，防災部局

の情報伝達手段については，防災行政無線，緊急告知ラジオを整備しているが，発災時

において円滑に通信，情報伝達ができるよう訓練しておく必要がある。 

 

1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生                  

 

（津波防災地域づくり） 

○ 平成２８年（２０１６年）３月末現在の自主防災組織の組織率は９０．７％であるが，

津波浸水想定区域においては，組織率の向上を図る必要がある。 

 

（津波対策のための避難場所や避難路の確保） 

○ 平成２８年（２０１６年）３月末現在の市指定の津波一時避難施設は６３棟で，総収容

人数は約４０，３３０人である。エリアによって施設数の偏りがあるため，近くの施設

に避難できるよう，整備を進める必要がある。また，各地域における津波一時避難施設

への避難路の周知を図る看板を整備する必要がある。 

 

1-3 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水                 

 

（排水機場や雨水貯留管等の排水施設の整備） 

○ 浸水に対する安全性の向上を目指し，５年確率降雨から１０年確率降雨に対応した雨水

整備計画を策定中であり，５年確率降雨を超える場合には，溢水が発生する可能性があ

る。 

 

1-4 土砂災害等による多数の死傷者の発生のみならず，市の脆弱性が高まる事態                                    

 

（土砂災害警戒区域等の周知） 

○ 県により平成２８年度（２０１６年度）から土砂災害特別警戒区域の指定に向けた調査

が行われるため，その結果を市民に周知・啓発する必要がある。 
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（風水害対策の啓発） 

○ あしや防災ネット，ホームページ，広報紙等を活用した周知・啓発を通して災害に対す

る注意を喚起していく必要がある。 

 

（台風・集中豪雨等に対する防災情報の強化） 

○ 県と災害時に情報の共有などを行うフェニックス防災システムにおいて取得できる気

象情報は充実しているが，より細かい情報を得るため，情報入手手段を増やす必要があ

る。 

 

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生                

 

（ラジオ放送等を活用した災害対策） 

○ 防災行政無線テレホンサービス，あしや防災ネット，市公式ホームページ，テレビのデ

ータ放送をはじめ，平成２８年度（２０１６年度）から地域ＦＭラジオ局と協定を結び

緊急告知ラジオを導入し多様な手段による情報の伝達を図っているところであるが，さ

らに新たな手段・技術を活用して情報伝達の多様化を推進する必要がある。 

 

（避難者に対する避難標識） 

○ 避難所・津波一時避難施設には避難標識を設置している。また，標高標示板についても

３０か所に設置しているが，更に必要箇所の検討を進める必要がある。 

 

（発災後の交通渋滞による避難の遅れを回避） 

○ 津波を想定した避難訓練を実施している地域はあるものの，実施していない地域に対し

ては津波避難訓練を実施する必要がある。 

 

（災害時要配慮者等の避難支援体制の構築） 

○ 平成２５年（２０１３年）の災害対策基本法の改正を踏まえ，避難行動要支援者名簿の

整備を行ったが，災害時の情報伝達から避難所等への誘導までの一連の活動を想定した

具体的な計画を作成し，避難行動要支援者の避難体制を整備する必要がある。 

○ 市内に多くの外国人が居住しているが，言語の違い等により，防災知識や情報の理解が

困難な場合があるため，災害時のコミュニケーション支援を図る必要がある。また，障

害のある人が情報から遮断されないよう支援を図る必要がある。 
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事前目標２ 大規模自然災害発生直後から救助･救急，医療活動等が迅速に行われる（それ

がなされない場合の必要な対応を含む） 

 

2-1 被災地での食料・飲料水等，生命に関わる物資供給の長期停止                 

 

（海上物資輸送による物資集積所の活用） 

○ 海洋町に耐震護岸が整備済みであり，どう活用するのか検証する必要がある。 

 

（災害時応援協定の締結の推進） 

○ 災害時における応援業務について災害時応援協定を締結しているが，さらに想定できる

各分野の民間企業との災害時応援協定を進めていく必要がある。 

 

（地下水源の利用の検討） 

○ 平成２８年（２０１６年）３月末現在，市立小学校及び公園等に２５箇所の井戸を整備

しているが，整備可能な小学校（２校）に井戸の整備が必要である。 

 

（地域における食料・燃料等の備蓄） 

○ 地域防災拠点となる市立小学校等に食料を備蓄し，市が管理している食料備蓄について

は１日分の備蓄を完了している。（備蓄物資支給対象者約２万人想定（阪神・淡路大震

災時の最大避難者数）備蓄の内容については，多様なニーズに合わせ，アレルギー対応

アルファ化米，缶入りパン，ビスケット等の新たな備蓄品目の導入が必要である。 

 

（避難所となる学校園施設の防災機能強化） 

○ 防災用照明設備，マンホールトイレ，耐震性貯水槽，ガラス飛散防止対策について，未

整備箇所があるため，年次計画を策定する必要がある。 

 

（各家庭，避難所等における備蓄量の確保） 

○ 地域の防災訓練時に各家庭の備蓄確保の必要性を説明し，備蓄の促進を図っているが，

大規模広域災害など長期にわたる救援物資の供給不足に備え，さらに家庭で備蓄を進め

る必要がある。 

 

（帰宅困難者の受け入れに必要な一時滞在施設の確保） 

○ 帰宅困難者数の想定(夏１２時８，１４１人，冬１８時５，６７０人：県南海トラフ巨

大地震津波被害想定)に対して，駅周辺等の一時滞在施設を確保する必要がある。 

 

（燃料等の仮貯蔵・取扱いに関する体制整備） 
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○ 市内・近隣市のガソリンスタンドからの供給を想定しており，仮貯蔵・取扱いについて

は想定していないが，発災時に継続して活動が必要な施設ごとでの対策が必要である。 

 

（民間事業者等と連携した物資調達・供給体制の構築） 

○ 民間事業者とは物資供給に関する協定を締結しているが，協定先の充実を図る必要があ

る。  

 

（災害時に様々な支援を受け入れるための体制の構築） 

○ 災害時における様々な支援に対して，円滑な受け入れが困難であるため，体制を構築す

る必要がある。 

 

（物資配送に係る連携） 

○ 災害時に県が備蓄する食料等の支援物資を円滑に行うため，集配送に係る運用方法等に

ついて連携しておく必要がある。 

 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生                        

 

（道路の防災対策） 

○ 緊急輸送道路沿道の建物の耐震化及び道路の老朽化対策を優先して進めていくが，その

他の道路についても老朽化対策を進める必要がある。 

 

（山間地等における避難路や代替手段の確保） 

○ 奥池地区への芦有道路が通行できなくなった場合の代替手段を確保する必要がある。 

 

2-3 消防の被災等による救助･救急活動等の絶対的不足                      

 

（災害対応業務の標準化） 

○ 地域防災計画・各班行動マニュアル等により庁内の標準化を図る必要がある。 

 

（防災関係機関との連携強化・訓練） 

○ 阪神・淡路大震災の教訓を活かし，平常時から防災総合訓練などを通じた関係機関との

連携など防災体制の強化に努めている。引き続き，定期的な合同防災訓練の実施など，

国，県，自衛隊，警察などの関係機関との連携を強化していく必要がある。 

 

2-4 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災，支援ルートの途絶による医療機能の麻痺  
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（地域の医療機関との連携体制の構築） 

○ 医師会との連携体制は構築されているが，市内病院間の連携体制を構築する必要がある。 

 

2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生                       

 

（平時からの予防接種の促進） 

○ 感染症の発生・まん延を防ぐため，平時から予防接種を促進する必要がある。 

 

（消毒や害虫駆除等） 

○ 消毒薬及び害虫駆除薬剤を薬剤倉庫に備蓄しているが，市内全域で消毒及び害虫駆除し

なければならなくなった時は，人手が足りないため，対策を行う必要がある。 

 

（下水の速やかな排除・処理） 

○ 円滑かつ迅速に対応するため，関係各課間の連絡体制及び応援体制を構築する必要があ

る。 

 

（下水道ＢＣＰの検証） 

○ 下水道ＢＣＰを策定しているが，検証を行って精度を高めていく必要がある。 

 

（医療活動を支える取組） 

○ 災害時の医療活動について対応できるよう，引き続き連携をしていく必要がある。 

 

事前目標３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

 

3-1 市職員･施設等の被災による機能の大幅な低下                      

（業務継続体制の強化） 

○ 市では業務継続計画を策定している。今後は実効性向上のための取組の促進により，業

務継続体制を強化していく必要がある。 

 

（災害時の支援体制を確立するための機能維持） 

○ 応急活動に不可欠な緊急車両等の燃料確保が十分でないため，関係機関と供給における

協定を締結する必要がある。 

 

（バックアップ拠点となる施設の整備） 

○ 災害対応の拠点として耐震性を備えた本庁舎東館が完成したが，万が一本庁舎が使えな

くなったときのバックアップ拠点となる施設として消防庁舎を想定しているため，必要
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な資機材等の整備を図る必要がある。 

 

（生活等に必要不可欠な電力の確保） 

○ 電力供給が遮断したときに備え，非常用自家発電設備や移動式発電機等の整備を進めて

いるが，引き続き非常用電源の確保に向けて取り組む必要がある。 

 

（災害時即時対応体制の強化） 

○ 阪神・淡路大震災の教訓をもとに，発災直後の応急対応を迅速かつ適切に行う必要があ

る。 

 

（公の施設の指定管理者との協定の締結） 

○ 災害発生時に避難所となる公の施設について，指定管理者が長期的に対応する場合も考

えられるため，市と役割分担を決めておく必要がある。 

 

3-2 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止                  

 

（情報通信システム基盤の耐災害性の向上） 

○ 防災行政無線屋外拡声器の一部に親機との通信ができる機能を付加している。防災行政

無線以外の通信システムは整備されていないため，対策を行う必要がある。 

 

 

事前目標４ 大規模自然災害発生後であっても，生活・経済活動に必要最低限の電気，ガ

ス，上下水道，燃料，交通ネットワーク等を確保するとともに，これらの早期

復旧を図る 

 

4-1 上水道等の長期間にわたる供給停止                             

 

（水道施設等の耐震化の推進） 

○ 配水管耐震化率は本市３４．１%，阪神水道企業団５３．４%，配水池耐震化率は本市

２８．０%，阪神水道企業団７４．２%（平成２４年度決算期業務指標（PI）より）で

あるが，地震の発生に備えて耐震化を進める必要がある。 

 

（水道事業者間の連携や人材の育成，ノウハウの強化等の推進） 

○ 水道事業者間の連携が円滑に行えることや，人材の育成を推進していく必要がある。 

 

（大規模災害時の広域的な応援体制の整備） 
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○ 「兵庫県水道災害相互応援に関する協定」に基づく広域的な応援体制を整備する必要が

ある。 

 

（雨水･下水道再生水等の水資源の有効利用等の普及･促進） 

○ 雨水貯留タンク設置費用助成を平成２７年度（２０１５年度）１１件行っているが，さ

らに多様な水源利用を検討する必要がある。 

 

（耐食性・耐震性に優れたガス管への取替え） 

○ 地震発生時にはガス管が損傷し，ガスの供給停止が長時間にわたって発生する可能性が

あるため，対策を行う必要がある。 

 

（自立・分散型エネルギーの普及促進） 

○ 自立・分散型エネルギーの普及促進により，電力供給停止時のリスクを低減する必要が

ある。 

 

4-2 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止                       

 

（下水道施設の耐震化の推進） 

○ 耐震化されていない施設があり，地震の際に破損する恐れがあるため，耐震化の必要が

ある。 

 

事前目標５ 大規模自然災害発生後であっても，地域社会・経済が迅速に再建・回復でき

る条件を整備する 

 

5-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態    

 

（災害廃棄物を仮置きするためのストックヤードの確保） 

○ 地域防災計画では南芦屋浜地域内の未利用地を災害廃棄物のストックヤードとしてき

たが，開発が進んできたことにより，市内全域で検討する必要がある。 

 

（災害廃棄物処理計画の策定） 

○ 災害廃棄物対策指針や芦屋市地域防災計画等を踏まえ，芦屋市災害廃棄物処理計画を策

定する必要がある。 

5-2 地域コミュニティの崩壊，治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態    

 

（地域コミュニティ力の構築の促進） 
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○ 自治会・自主防災会・まちづくり防犯グループ・コミュニティスクールを組織している

が，発災時においてもこれらの地域コミュニティの力を活かせるよう，平時からの地域

活動を進める必要がある。 

 

（ハザードマップ作成・訓練・防災教育等を通じた地域づくり）  

○ 災害時に最初に対応するのは地域のコミュニティであることから，地域における災害時

への対応について備える必要がある。 

 

5-3 基幹インフラの損壊により復旧･復興が大幅に遅れる事態              

 

（迅速な復旧・復興や円滑な防災・減災事業の実施） 

○ 災害後の円滑な復旧・復興を確保するため，地籍調査等により土地境界等を明確にして

おくことが重要となるが，地籍調査の進捗率は４．２％にとどまっているため，更なる

推進を図る必要がある。 

 

第２ 横断分野別脆弱性評価 

 

 ａ．リスクコミュニケーション                           

 

（普及啓発・自主防災活動の活性化） 

○ 大災害では，自衛隊，警察，消防等の防災関係機関は即座に全ての現場に駆け付けるこ

とができないため，地域での防災体制の充実を図る必要がある。 

 

（防災教育の実施） 

○ 阪神・淡路大震災の語り継ぎや，避難訓練は全学校園で取り組み，命の大切さや自助，

共助の精神を学ぶ機会をもっている。今後も引き続き取り組んでいく必要がある。 

 

ｂ．老朽化対策                                   

 

（老朽化対策） 

○ 公共施設については，今後老朽化が進み更新時期を迎えることを考慮し，公共施設の保全計画

等に基づき，日々の点検による劣化，破損あるいはその拡大を未然に防ぎ，施設の長寿命化を

図る。また，老朽化に伴う施設の建て替えや改修に併せて，防災機能を充実させる必要がある。 
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第６章 強靱化に向けた推進方針 

   

 脆弱性評価の結果を踏まえ，起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）を回避す

るため，プログラムごとに推進方針を取りまとめた。その際，本市が直面するリスクを踏

まえて，事態が回避されなかった場合の影響の大きさ又は重要性，緊急度等を考慮して，

プログラムの重点化を行っている。（重点化した各プログラムの項目を「●」とし，それ以

外の項目を「○」としている。）また，個別施策の進捗や実績を把握するため，重要業績指

標を定め目標値を設定した。 

 

第１ 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）別推進方針 

 

 

事前目標１ 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

 

1-1 建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や住宅密集地における火災による死傷者の発生                                         

 

（住宅・建築物等の耐震化） 

● 平成３２年度（２０２０年度）までに市民が利用する市有建築物の耐震化率１００％を

達成させる。 

● 簡易耐震診断や計画策定，改修工事，建替工事，防災ベッド設置への助成事業を行う。

また，セミナーやニュース等で耐震化を促進する。 

○ 民間の特定建築物耐震化助成事業を継続的に行い，耐震化を促進する。 

 

（非構造部材の耐震対策を推進） 

● 市民が利用する市有建築物で特定天井を有する空間については，天井の耐震化にあわ

せてその他の部材の耐震化を行うとともに，特定天井を有しない空間については，必

要に応じて，非構造部材の耐震化計画を策定する。特定天井の対策については，平成

２９年度（２０１７年度）から平成３０年度（２０１８年度）までにかけて，耐震化

に係る方針等を検討する。 

○ 民間建築物の定期報告制度を活用し，建築物の所有者に基準の周知を行うとともに，安

全性の確保を図るよう指導する。 

 

（交通施設及び沿線・沿道建物の耐震化の促進） 

○ 民間建築物の特定建築物耐震化助成事業及び住宅耐震化促進事業を継続的に行い，耐震

化を促進する。 
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（避難路の確保） 

● 東西の道路である緊急輸送道路から防災上重要な施設（市庁舎，基幹となる避難所，

病院等）に至る主に南北軸の道路である「緊急輸送道路を補完する道路」については，

重要な施設を結べるよう無電柱化を検討し，そのルート上にある橋梁については落橋

対策等を行うなどの整備を検討する。 

 

（火災予防・被害軽減のための取組） 

○ 火災予防週間中に実施している広報活動（本市ホームページでの広報・広報用ポスタ

ー配布，年間約２，０００件）を継続するとともに，消防が主催する講習会等におい

ても広報紙を利用した防火広報を実施する。 

○ 市職員に火災や地震等の被害を予防・軽減するための取組（例：家具の転倒防止を行

う。通路に物品を放置しないようにする等）を周知することで，市有施設の強靱化を

図る。講習会（防火訓練）では，関係課が部を越えて連携し，年に１回程度開催する。 

 

（公設防火水槽の耐震化） 

● 平成３０年度（２０１８年度）から１０年間で１９基（年間２基ペース）の耐震化を

図る。 

 

（通信基盤･施設の堅牢化・高度化，体制・装備資機材や訓練の充実強化） 

○ 使用手順について，Ｊアラートの自動起動操作等との連携など複雑である防災行政無線

については，継続して研修・訓練を実施する。 

 

1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生                

 

（津波防災地域づくり） 

○ 国道４３号以南の地域の自主防災組織率が早期に１００％となるよう推進する。また，

自主防災組織活動の強化・活性化を図るため，自主防災組織間の定期的な交流の場を設

ける。 

 

（津波対策のための避難場所や避難路の確保） 

○ 津波一時避難施設は，指定施設が少ない西蔵町，浜町を中心に協定を新たに締結する。

地区防災計画の中で地区ごとの避難路の設定を進めており，地域に対して計画策定の啓

発を行う。 

○ 災害発生時，神戸市，西宮市と隣接している地域の防災体制の連携について協議を行う。 
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1-3 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水                

 

（排水機場や雨水貯留管等の排水施設の整備） 

● １０年確率の降雨に対応した雨水整備計画を策定し，計画策定後，平成２９年度（２

０１７年度）から平成３０年度（２０１８年度）に雨水貯留施設の整備の優先順位を

管渠等を含めて決定し，整備を行う。 

 

1-4 土砂災害等による多数の死傷者の発生のみならず，市の脆弱性が高まる事態                                

 

（土砂災害警戒区域等の周知） 

● 県により土砂災害警戒区域の総点検の結果が公表され，新たに指定された区域につい

ては，改めて防災情報マップ(土砂災害版)の全戸配布，イベント時の携帯版配布により

周知・啓発を行う。 

 

（風水害対策の啓発） 

○ 事前対応計画（タイムライン）の策定を検討し，これを活用した台風対策の周知，啓発

を行う。 

 

（台風・集中豪雨等に対する防災情報の強化） 

○ 気象における今後の見通しなどの情報を得るため，神戸地方気象台とホットラインを通

じた連絡体制を継続するほか，市内に気象観測機器(雨量計等)を整備するなど細かい情

報の取得に努める。 

 

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生          

 

（ラジオ放送等を活用した災害対策） 

○ 緊急・災害時要援護者台帳の登録者は，あしや防災ネットやパソコン等での情報の入手

が困難と想定されることから，緊急時に操作の不要な緊急告知ラジオや情報受信端末の

購入にかかる経費の助成を行っている。 

 

（避難者に対する避難標識） 

○ 標高標示板の追加設置を検討する。 

 

（発災後の交通渋滞による避難の遅れを回避） 

○ すべての津波浸水地域で避難訓練を実施し，適正な避難路を確認する。 
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（災害時要配慮者等の避難支援体制の構築） 

● 避難行動要支援者について個別避難支援計画を作成し，地域の自主防災組織，自治会，

民生委員・児童委員，福祉推進委員等が，避難支援者と連携を図り，災害時の情報提

供，安否確認，避難支援等を行う体制を構築する。また，地域での防災活動を推進す

るため，避難行動要支援者の個別避難支援計画と合わせて，地区防災計画の作成の支

援を行う。 

○ 災害時により円滑に対応するために，やさしい日本語及び多言語による情報提供，外国

人及び聴覚障がいのある方の災害時バンダナの導入する。また，専門ボランティアとし

て通訳ボランティアを活用し，行政窓口等で支援を行う。 

 

主な重要業績指標 

[市民が利用する市有建築物の耐震化率]９５．４％（Ｈ２７）→１００％（Ｈ３２） 

[民間建築物（住宅）の耐震化率]９３．３％（Ｈ２５）→９６．０％（Ｈ３２） 

[無電柱化率]１２．４％（Ｈ２７）→１４．１％（Ｈ３２） 

[５０年を経過した公設防火水槽のうち，耐震化された水槽の数]０/１９（Ｈ２７）→８/１

９（Ｈ３３） 

[津波一時避難施設]３７か所（Ｈ２７）→３９か所（Ｈ３３） 

[緊急告知ラジオ販売台数]０台（Ｈ２７）→３，０００台（Ｈ３０） 

[個別避難支援計画策定数]１，３８０件（Ｈ２６）→３，３００件（Ｈ３２） 

[地区防災計画作成率（土砂災害警戒区域及び津波浸水想定区域）]０％（Ｈ２７）→１００％

（Ｈ３２） 

[福祉避難所]２カ所（Ｈ２７）→１０カ所（Ｈ２９） 

[耐震性貯水槽設置小学校]７/８（Ｈ２７）→８/８（Ｈ３３） 

 

 

 

事前目標２ 大規模自然災害発生直後から救助･救急，医療活動等が迅速に行われる（それ

がなされない場合の必要な対応を含む） 

 

2-1 被災地での食料・飲料水等，生命に関わる物資供給の長期停止            

 

（海上物資輸送による物資集積所の活用） 

● 平成３０年（２０１８年）１月に完成する南芦屋浜地区のホテル南の敷地を海上輸送

のための物資集積所として利用し，そこからの配送体制を整備する。 
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（災害時応援協定の締結の推進） 

● エネルギー確保の観点から，石油確保に係る協定や，福祉避難所の開設に向けて社会

福祉施設との災害時応援協定を進める。 

 

（地下水源の利用の検討） 

○ 平成２７年度（２０１５年度）から新設された県の補助金を活用し，平成２９年度（２

０１７年度）から小学校（２校）に井戸を整備する。打出浜小学校への耐震性貯水槽の

設置方法を検討する。 

 

（地域における食料・燃料等の備蓄） 

○ 備蓄体制については，大規模広域災害など長期にわたる救援物資の供給不足に備え，各

家庭の備蓄確保の必要性を説明し，備蓄の促進を図っていくとともに民間事業者との応

援協定をさらに推進していく。また，備蓄品目については，福祉部局との協議を行い，

被災者のニーズに配慮した備蓄品目の選定を推進する。 

 

（避難所となる学校園施設の防災機能強化） 

● 「マンホールトイレ」については，平成２９年度（２０１７年度）まで続く岩園小学

校の増築工事及び平成３０年度（２０１８年度）までに浜風小学校の大規模改修工事

施工時に整備を検討する。 

「耐震性貯水槽」については，平成３０年度（２０１８年度）に打出浜小学校に整備

を検討する。 

「ガラス飛散防止」については，平成２９年度（２０１７年度）の浜風小学校大規模

改修工事及び平成２９年度（２０１７年度）に着手する山手中学校，平成３１年度（２

０１９年度）に着手する精道中学校の建替工事施工時に対策する。 

 

（各家庭，避難所等における備蓄量の確保） 

○ 大規模災害等の緊急時にも備えた家庭用食料品を各家庭に３日分相当の備蓄をするよ

うに，様々な機会・方法により啓発する。 

 

（帰宅困難者の受け入れに必要な一時滞在施設の確保） 

○ 市内事業者，学校等に対して，自らの施設において，従業員・生徒・学生の帰宅困難者

対応を実施するよう要請する。幹線道路沿いの避難所・公共施設を活用することも含め，

一時滞在施設を決めて帰宅困難者を収容できるよう施設を確保し，情報，休憩場所，ト

イレ等を提供することを目指す。また，一時滞在施設の場所を表示する看板等の設置に

ついて検討する。 
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（燃料等の仮貯蔵・取扱いに関する体制整備） 

● 仮貯蔵・仮取扱いを必要とする施設ごとに仮貯蔵スペースを確保しておき，仮取扱い

に必要な資材を準備し，必要事項を定めておく。 

 

（民間事業者等と連携した物資調達・供給体制の構築） 

● 民間事業者と物資供給（食料品・飲料水・生活必需品・燃料等）に関する協定などの

災害時応援協定先の充実を図る。物資集配センター（総合公園）の見直し等を行う。  

 

（災害時に様々な支援を受け入れるための体制の構築） 

○ 県が策定した「災害時応援受け入れガイドライン」に基づき，芦屋市災害受援計画を策

定する。 

 

（物資配送に係る連携） 

● 県の物資備蓄拠点から円滑に物資を集配送するため，人員・資機材の確保や訓練の実

施など運用面での強化を図る。 

 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生                   

 

（道路の防災対策） 

● 舗装・橋梁について，補修を計画的に進める。 

 

（山間地等における避難路や代替手段の確保） 

○ 奥池地区でのヘリコプターの臨時離発着場について，奥池遊びの広場を活用する。 

 

2-3 消防の被災等による救助･救急活動等の絶対的不足                

 

（災害対応業務の標準化） 

○ 地域防災計画・各班行動マニュアル等に基づき，庁内の情報連絡方法などの標準化を図

る。 

 

（防災関係機関との連携強化・訓練） 

○ 平時から，関係機関との連携を密にし，情報の共有化や連携強化を図るとともに，合同

防災訓練においては，地域の特性や様々な被害を想定した実戦的な訓練を実施する。 

○ 防災関連機関や公益的事業を営む企業が一同に会する芦屋市防災会議を開催し，連携や

防災体制の充実強化を図る。 

 



32 

 

2-4 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災，支援ルートの途絶による医療機能の麻痺  

 

（地域の医療機関との連携体制の構築） 

● 災害拠点病院や地域の二次救急医療機関相互の連携を強化する。 

 

2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生                   

 

（平時からの予防接種の促進） 

● 市保健活動マニュアルを作成し，予防接種を促進する。 

 

（消毒や害虫駆除等） 

○ 市の要請に応じて消毒及び害虫駆除を行う体制が構築されているが，必要に応じて，市

と兵庫県ペストコントロール協会と協定を結ぶ。 

 

（下水の速やかな排除・処理） 

○ 関係各課間の連絡体制を構築し，併せて， 本市と関係団体との災害時応援協定の締結

を行う。 

 

（下水道ＢＣＰの検証） 

○ 下水道ＢＣＰに基づいた訓練を行い，検証して精度を高める。 

 

（医療活動を支える取組） 

○ 災害時に対応できるように事前に体制の確認を行う。 

 

主な重要業績指標 

[民間事業者との災害時における応援協定締結数]２２件（Ｈ２７）→３８件（Ｈ３２） 

※ 災害時におけるＬＰガス等の供給に関する協定を平成２８年度に締結 

[事前対応計画（タイムライン）の策定]→Ｈ２９ 

 

 

事前目標３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

 

3-1 市職員･施設等の被災による機能の大幅な低下                    

 

（業務継続体制の強化） 

○ 職員の研修等を通じて，業務継続計画を効果的に運用できる体制を推進する。 
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（災害時の支援体制を確立するための機能維持） 

● 兵庫県石油商業組合阪神支部と燃料の供給に関する協定を締結する。 

 

（バックアップ拠点となる施設の整備） 

○ 災害時，本庁舎が使用できなくなった場合に，直ちに消防庁舎で対応できるように，資

機材の整備等を行う。 

 

（生活等に必要不可欠な電力の確保） 

● 学校施設の体育館等への非常用発電機を整備するとともに，燃料確保のため，関係団

体と燃料供給に関する協定を締結する。 

 

（災害時即時対応体制の強化） 

○ 職員が災害発生時に迅速かつ的確な災害応急対策を実施することができるよう，職員行

動マニュアルを各班ごとに作成し，職場研修等を通じて周知徹底を図る。また，防災に

関する知識を備えた職員を増やすため，職員の防災士の資格取得を促進する。 

 

（指定管理者との協定の締結） 

○ 指定管理者と基本協定を締結する時に，同時に災害時の役割分担について協定を締結す

る。 

 

3-2 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止                 

 

（情報通信システム基盤の耐災害性の向上） 

● 「ＩＣＴ部門の業務継続計画1」に基づいて訓練等を実施する。また，避難所等の公共

施設にＷｉ－Ｆｉの導入を検討する。 

 

主な重要業績指標 

[民間事業者との災害時における応援協定締結数]２２件（Ｈ２７）→３８件（Ｈ３２） 

[防災士資格を取得した職員割合]１４％（Ｈ２７）→２５％（Ｈ３２） 

[避難所施設でのＷｉ－Ｆｉ設置数] １施設（Ｈ２７）→１７施設（Ｈ２９） 

※１７施設…市民センター（Ｈ２７設置済），市立体育館・保健福祉センター・上宮川文化

センター・集会所１３施設（Ｈ２９設置予定） 

                                                   
1ＩＣＴ部門の業務継続計画…大規模災害や事故が発生した場合に備え，復旧を優先するべ

き重要業務システムを事前に特定しておき，それらを準備しておくことにより重要業務シ

ステムをなるべく中断させず，中断してもできるだけ早急に復旧させるための計画 
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事前目標４ 大規模自然災害発生後であっても，生活・経済活動に必要最低限の電気，ガ

ス，上下水道，燃料，交通ネットワーク等を確保するとともに，これらの早期

復旧を図る 

 

4-1 上水道等の長期間にわたる供給停止                       

 

（水道施設等の耐震化の推進） 

● 基幹水道施設を優先して耐震化を進める。平成３０年度（２０１８年度）の配水池の

耐震化率を２８．０％から４０．２％を目指す。 

 

（水道事業者間の連携や人材の育成，ノウハウの強化等の推進） 

○ 兵庫県内水道事業の技術連携研修に毎年２名の参加と，大阪市水道事業体職員向け技術

研修等に毎年２名の参加を継続する。 

 

（大規模災害時の広域的な応援体制の整備） 

○ 近隣市との合同訓練を毎年２回の実施を継続して行う。 

 

（雨水･下水道再生水等の水資源の有効利用等の普及･促進） 

○ 雨水貯留タンク設置費用の助成を行い，雨水再生するほか，「災害時協力井戸」の制度

を活用する。 

 

（耐食性・耐震性に優れたガス管への取替え） 

○ ガス事業者が管理する外管だけでなく，個人所有の内管についても耐震性のあるガス管

（ＰＥ管，ダクタイル管，鋼管）への交換が進むよう，ガス事業者と連携して啓発を行

う。 

 

（自立・分散型エネルギーの普及促進） 

○ 市内での普及を推進する。 

 

4-2 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止                     

 

（下水道施設の耐震化の推進） 

● 改築更新工事に合わせて下水道管路の耐震化を実施し，年間０．２%耐震化を図る。 

● 平成２８年度（２０１６年度）から下水処理場及びポンプ場の耐震診断を行ない，施

設が機能停止しないよう，必要に応じた耐震化工事を進める。 
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主な重要業績指標 

[災害時協力井戸の登録件数]０件（Ｈ２７）→６件（Ｈ３２） 

[下水道管路の耐震化率]２１．８%（H２６）→２３．２%（Ｈ３２） 

 

 

事前目標５ 大規模自然災害発生後であっても，地域社会・経済が迅速に再建・回復でき

る条件を整備する 

 

5-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態    

 

（災害廃棄物を仮置きするためのストックヤードの確保） 

● 市有地の活用にあたっては「ストックヤードの確保」という視点も考慮して検討する。 

 

（災害廃棄物処理計画の策定） 

○ 今後，芦屋市災害廃棄物処理計画を策定する。 

 

5-2 地域コミュニティの崩壊，治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態    

 

（地域コミュニティ力の構築の促進） 

● 地域コミュニティ主催の防災訓練の内容に避難行動要支援者を含む避難行動訓練など

を推奨し，地域の繋がりの必要性を連絡協議会などで啓発を行い，名簿の取り交わし

を進める。また，若者層が参加しやすいようなイベントを実施し，コミュニティ力を

強化する。 

 

（ハザードマップ作成・訓練・防災教育等を通じた地域づくり）  

● 災害時の行動について，危機感を持ってもらうために地震津波や土砂災害の危険性を

伝えるシンポジウムや訓練などを行うことにより，地域コミュニティにおける共助に

よる防災活動を推進するとともに，地区の特性を踏まえた実践的な地区防災計画作成

を行い，また，作成を通じて地域コミュニティにおける共助の意識を醸成させ，人材

育成を進めることによって，総合的に地域防災力を向上させる。 

 

5-3 基幹インフラの損壊により復旧･復興が大幅に遅れる事態              

 

（迅速な復旧・復興や円滑な防災・減災事業の実施） 

○ 街区エリアを優先に調査を進める。体制が整い次第に事業期間の短縮を目指す。 
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主な重要業績指標 

[地区防災計画作成率（土砂災害警戒区域等及び津波浸水想定区域）]０％（Ｈ２７）→１０

０％（Ｈ３２） 

 

第２ 横断分野別推進方針 

 

ａ．リスクコミュニケーション                           

 

（普及啓発・自主防災活動の活性化） 

○ 消防団の充実強化の取組や自主防災組織育成の取組を支援する。 

○ 芦屋防災士の会が結成されたことにより，現在防災士の活動方法などを取り決め，フォ

ローアップ研修によるスキルアップを行い自主防災会との協働の実現を図る。 

○ 地域で実施される防災訓練への積極的な参加を促進する。 

 

（防災教育の実施） 

○ 阪神・淡路大震災や東日本大震災から学んだ貴重な教訓を踏まえ，自らの生命を守るた

め主体的に行動する態度を育成するとともに，助け合いやボランティア精神など「共生」

の心を育み，人間としてのあり方，生き方を考える兵庫の防災教育を推進する。 

 

ｂ．老朽化対策                                   

 

（公共施設の老朽化対策） 

● 公共施設について，計画的な施設の点検・修繕を行い，安全性を最優先した計画的な

整備の推進とともに，施設の防災機能向上を図る。 

 

（社会基盤施設の老朽化対策） 

● 道路，上下水道，公園等の施設について，計画的な定期点検を行うとともに，損傷が

あり対策が必要な施設については優先度に応じた修繕，更新を実施するなど，計画的・

効率的に老朽化対策を推進し，市内の安全・安心を確保する。 

 

主な重要業績指標 

[下水道管路の耐震化率]２１．８%（H２６）→２３．２%（Ｈ３２） 

[水道管耐震化率]３７．２％（Ｈ２６）→４５．７％（Ｈ３２） 

[公園施設更新率]１６．３％（Ｈ２６）→５０．０％（Ｈ３２） 
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第７章 計画の推進 

第１ 計画の推進と見直し 

   

本計画による強靱化を着実に進めるため，全庁横断的な体制のもとで推進していく必要

がある。また，国，県，関係団体，民間事業者，市民などとの連携・協力が重要であるこ

とから，平時からの関係構築に努め，計画を推進していく必要がある。なお，本計画にお

ける取組を確実に推進するため，重要業績指標の目標値を用いて進行管理を行うものとす

る。 

今後の社会情勢の変化や国，県の施策の推進状況等を考慮しつつ計画期間中であっても

必要に応じ見直しを行うものとする。 
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第８章 資料編 

 第１ リスクシナリオにおけるプログラム（施策）の強靱化分野（個別分野）

一覧 

項  目 

行
政
機
能 

住
宅
都
市
・
交
通 

保
健
・
医
療 

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境 

住宅・建築物等の耐震化 ○ ○ 
  

非構造部材の耐震対策を推進 
 

○ 
  

交通施設及び沿線・沿道建物の耐震化の促進 
 

○ 
  

避難路の確保 
 

○ 
  

火災予防・被害軽減のための取組 ○ 
   

公設防火水槽の耐震化 ○ 
   

通信基盤･施設の堅牢化・高度化，体制・装備資

機材や訓練の充実強化 
○ 

   

津波防災地域づくり ○ 
   

津波対策のための避難場所や避難路の確保 
 

○ 
  

排水機場や雨水貯留管等の排水施設の整備 ○ 
   

土砂災害警戒区域等の周知 ○ 
   

風水害対策の啓発 ○ 
   

台風・集中豪雨等に対する防災情報の強化 ○ 
   

ラジオ放送等を活用した災害対策 ○ 
   

避難者に対する避難標識 
 

○ 
  

発災後の交通渋滞による避難の遅れを回避 ○ 
   

災害時要配慮者等の避難支援体制の構築 
  

○ 
 

海上物資輸送による物資集積所の活用 ○ 
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災害時応援協定の締結の推進 
   

○ 

地下水源の利用の検討 ○ 
   

地域における食料・燃料等の備蓄 ○ 
   

避難所となる学校園施設の防災機能強化 ○ 
   

各家庭，避難所等における備蓄量の確保 ○ 
   

帰宅困難者の受け入れに必要な一時滞在施設の

確保 
○ 

   

燃料等の仮貯蔵・取扱いに関する体制整備 
   

○ 

民間事業者等と連携した物資調達・供給体制の構

築   
○ 

 

災害時に様々な支援を受け入れるための体制の

構築 
○ 

   

物資配送に係る連携 ○ 
   

道路の防災対策 
 

○ 
  

山間地等における避難路や代替手段の確保 ○ 
   

災害対応業務の標準化 ○ 
   

防災関係機関との連携強化・訓練 ○ 
   

地域の医療機関との連携体制の構築 
  

○ 
 

平時からの予防接種の促進 
  

○ 
 

消毒や害虫駆除等 
  

○ 
 

下水の速やかな排除・処理 ○ 
   

下水道ＢＣＰの検証 ○ 
   

医療活動を支える取組 
  

○ 
 

業務継続体制の強化 ○ 
   

災害時の支援体制を確立するための機能維持 
   

○ 

バックアップ拠点となる施設の整備 ○ 
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生活等に必要不可欠な電力の確保 ○ 
   

災害時即時対応体制の強化 ○ 
   

指定管理者との協定の締結 ○    

情報通信システム基盤の耐災害性の向上 ○ 
   

水道施設等の耐震化の推進 ○ 
   

水道事業者間の連携や人材の育成，ノウハウの強

化等の推進 
○ 

   

大規模災害時の広域的な応援体制の整備 ○ 
   

雨水･下水道再生水等の水資源の有効利用等の普

及･促進  
○ 

  

耐食性・耐震性に優れたガス管への取替え 
   

○ 

自立・分散型エネルギーの普及促進 
   

○ 

下水道施設の耐震化の推進 ○ 
   

災害廃棄物を仮置きするためのストックヤード

の確保 
○ 

   

災害廃棄物処理計画の策定 ○ 
   

地域コミュニティ力の構築の促進 
 

○ 
  

ハザードマップ作成・訓練・防災教育等を通じた

地域づくり 
○ 

   

迅速な復旧・復興や円滑な防災・減災事業の実施 
 

○ 
  

 

   


